
千葉市開発行為等の規制に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

令和７年５月２３日 

千葉市長 神 谷 俊 一 

千葉市規則第３２号 

   千葉市開発行為等の規制に関する規則の一部を改正する規則 

千葉市開発行為等の規制に関する規則（平成４年千葉市規則第２２号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に

下線で示すように改正する。 



改正前 改正後   
 （事前審査） 

第３条［略］ 

２ 前項の審査を受けようとする者は、次に掲げる図書を添えて開発行為

に関する事前審査願（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（１）～（３）［略］ 

（４）都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号。以下「省令」

という。）第１６条第４項に規定する図面のうち次に掲げるもの 

  ア～ウ［略］ 

  エ 造成計画平面図及び造成計画断面図(当該開発行為において切土

又は盛土を行う場合に限る。) 

［新設］ 

 

 

 

（５）～（７）［略］ 

 

 （開発行為許可申請書の添付図書等） 

第４条 省令第１６条第１項に規定する開発行為許可申請書には、法第 

３０条第２項及び省令第１７条に規定するもののほか、次の各号に掲げ

る図書（主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目

的で行う開発行為○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○又は住宅以外の

建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しく

は建設の用に供する目的で行うものでその規模が１ヘクタール未満の開

発行為○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○（以下「自己の居住の用に供する住

宅の建築の用に供する目的で行う開発行為等」という。）にあっては、

第６号及び第７号に掲げるものを除く。）を添付しなければならない。 

（１）～（５）［略］ 

 （事前審査） 

第３条［略］ 

２ 前項の審査を受けようとする者は、次に掲げる図書を添えて開発行為

に関する事前審査願（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（１）～（３）［略］ 

（４）都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号。以下「省令」

という。）第１６条第４項に規定する図面のうち次に掲げるもの 

  ア～ウ［略］ 

  エ 造成計画平面図及び造成計画断面図(当該開発行為において盛土

又は切土を行う場合に限る。) 

（５）盛土又は切土に関する工事の概要書（様式第２号の２）（当該開発

行為に関する工事において宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６

年法律第１９１号）第１２条第１項の許可を要する場合に限る。以下

「盛土等工事の概要書」という。） 

（６）～（８）［略］ 

 

 （開発行為許可申請書の添付図書等） 

第４条 省令第１６条第１項に規定する開発行為許可申請書には、法第 

３０条第２項及び省令第１７条に規定するもののほか、次の各号に掲げ

る図書（主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目

的で行う開発行為（当該開発行為に関する工事が宅地造成及び特定盛土

等規制法第１２条第１項の許可を要するものを除く。）又は住宅以外の

建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しく

は建設の用に供する目的で行う○○○○○○○○○○○○○○○○○開

発行為（当該開発行為に関する工事が当該許可を要するもの及び１ヘク

タール以上の規模のものを除く。）（以下「自己の居住の用に供する住

宅の建築の用に供する目的で行う開発行為等」という。）にあっては、

第７号及び第８号に掲げるものを除く。）を添付しなければならない。 

（１）～（５）［略］ 



［新設］ 

（６）～（８）［略］ 

２ 前項第６号に掲げる申請者の資力及び信用に関する書類は、次の各号

に掲げるものとする。 

（１）～（４）［略］ 

［新設］ 

３ 第１項第７号に掲げる工事施行者の能力に関する書類は、次の各号に

掲げるものとする。 

４・５［略］ 

６ 省令第１７条第１項第２号に規定する開発区域区域図は、前条第２項

第５号に規定する都市図とする。 

７・８［略］ 

 

 （開発行為の協議） 

第６条［略］ 

２ 前項の申出書には、法第３０条第２項及び省令第１７条並びに第４条

第１項各号（第６号を除く。）に規定する図書（主として、住宅以外の

建築物又は特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の

用に供する目的で行う開発行為でその規模が１ヘクタール未満のもの○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○にあっては、同項第７号○○○○に掲

げるものを除く。）を添付しなければならない。 

３［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

（６）盛土等工事の概要書 

（７）～（９）［略］ 

２ 前項第７号に掲げる申請者の資力及び信用に関する書類は、次の各号

に掲げるものとする。 

（１）～（４）［略］ 

（５）暴力団等に該当しないことの誓約書 

３ 第１項第８号に掲げる工事施行者の能力に関する書類は、次の各号に

掲げるものとする。 

４・５［略］ 

６ 省令第１７条第１項第２号に規定する開発区域区域図は、前条第２項

第６号に規定する都市図とする。 

７・８［略］ 

 

（開発行為の協議） 

第６条［略］ 

２ 前項の申出書には、法第３０条第２項及び省令第１７条並びに第４条

第１項各号（第７号を除く。）に規定する図書（主として、住宅以外の

建築物又は特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の

用に供する目的で行う開発行為（当該開発行為に関する工事が宅地造成

及び特定盛土等規制法第１２条第１項の許可を要するもの及び１ヘクタ

ール以上の規模のものを除く。）にあっては、第４条第１項第８号に掲

げるものを除く。）を添付しなければならない。 

３［略］ 

 

 

 

 

 

 

 



［新設］ 様式第２号の２（第３条第２項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

   



附 則 

１ この規則は、令和７年５月２６日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製さ 

 れた用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 


